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民主主義社会を熟成させる学校図書館の役割を高めるために 
   －民主主義社会の担い手育成と教育権保障のために－ 

 
 
 情報社会、国際社会の到来に伴う国際的経済競争力を培うための教育
改革の中で、批判的思考力、判断力、表現力の育成が教育の目標になっ
ている。こうした中、学校図書館の整備と活用が謳われているが、残念
ながら「学校図書館と民主主義社会」「学校図書館と情報拠点」「学校図
書館の教育的役割」などについての本質的な意味が、社会に十分に理解
されているとは思えない。たとえば、2014 年改正の学校図書館法で法
定された「学校司書」の役割と機能について、社会的コンセンサスが形
成されているとはいえないため、その身分や学校内における位置づけ、
職務内容などに混乱が生じている。また、マクロな視点からは、そもそ
も学校教育における学校図書館の役割は何かについてのコンセンサスが
教育行政と現場教師に形成されていないため、学校図書館の活用に格差
が生じている。 
 こうした混乱や格差は、帰するところ、子どもたちへの教育保障の差
となって表れる。そのため、社会における学校図書館に対するコンセン
サスの形成に資する学術的解明を行い、その成果を現場に還元するシス
テムを考案するために、学校図書館総合研究所を設立する。 
 
 
生涯にわたる個の発展の基礎を培うために 
  －読書とインフォメーション・リテラシー育成のために－ 
  
 学校図書館は教育権保障のための要であり、学校の心臓部であること
は、生涯学習社会において一層の重要性を持ったものとなる。また、幼
少時の読書経験が生涯にわたる能力の発展に大きな影響を及ぼすという
こと、情報時代における基本的な能力としてインフォメーション・リテ
ラシーが重要であることから、学齢期において学校図書館がこれらの育
成に資する場として機能することは重要である。こうした学校図書館の
機能についての理解が広がり、学校図書館がその教育的機能を十分に果
たすことができるためには官民の支援が必要である。研究成果を実践に
活かすことができるよう実践と研究の架橋の役割を果たすことで、こう
した支援の一翼を担うことを目的とする民間研究所として学校図書館総
合研究所を設立する 
 
 
地域密着の研究と実践のための場として 
－研究所の独自性と民主的な場の具現化－ 

 
 学校図書館研究のための組織としては、日本図書館情報学会、日本学
校図書館学会、日本図書館協会学校図書館部会、日本図書館研究会学校
図書館研究グループ、学校図書館問題研究会などがすでに存在し、それ
ぞれ、研究と研修を行っている。また、2003 年には、日本図書館情報
学会が総力を挙げて取り組んだとされる本格的総合研究として LIPER
（Library and Information Professions and Educations Renewal）研
究が始まり、一次と二次の研究を経て 2009 年には第二次研究
（LIPER2）の報告書が政策に資するものとして公表されている。ま
た、現場への組織的な支援団体としては SLiiiC が活動を行っている。
さらに、地域において学校図書館支援を行っている図書館や団体をみる
こともできる。 
 こうした状況において、本研究所を立ち上げる理由は、前述の
学校図書館の二つの社会における重要性を、地域の専門的研究者
による研究の深化、地域の実践者との交流、地域の実践者が参加
しやすい研修の組織を行うことで現実化することにある。特に、
研究所が置かれている愛知県には図書館情報学の研究者を養成し
ている愛知淑徳大学があり、学校図書館研究者の輩出が期待でき
る。そのため、学校図書館研究の拠点としての可能性を秘めてい
る。 
 前述のように百花繚乱の様相を示す日本の学校図書館研究と研
修母体の多くの存在は、喜ばしいことであると同時に、日本にお
ける学校図書館の教育における意義と行政のあり方についての混
乱も示している。本研究所は、地域の学校図書館研究者と実践者
の結集により、理論と実践の相互交流による学術的な研究成果を
産み出すことを目指す。それにより、日本における学校図書館像
と理論を支える研究者と実践者の協働を実現し、民主的で、集う
ものが自由、闊達に学びあい、探究を進める研究と実践の場とし
て学校図書館総合研究所を設立する。 
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１ 趣 旨 

学校図書館をめぐる日本特有の問題として、情報関係の大学・学部が少

なく、また、その中でも学校図書館研究者の数が少ないことがある。そ

のため、司書教諭と学校司書は身近で専門的研修を受講することが困難

になっている。特に、学校司書は、身分の不安定と研修が保障されてい

ないことから、専門職としての自覚を持つことが困難になっている。今

後、司書教諭の専任化と学校司書の身分の安定が実現することを期待し 

つつも、過去の学校図書館整備の過程からは、この先少なくとも 10 年

は、そうした期待が叶えられることはないことが予測される。こうした

学校図書館を取り巻く環境に鑑み、状況の的確な把握と対策を考案する

ために学校図書館に関する継続的な研究と研修の場を提供し、また、司

書教諭と学校司書に専門性の高い研修を提供し専門職者ネットワークの

形成を支援していくことは大きな社会的意義がある。NPO 学校図書館

総合研究所は、こうした専門性の高い人材育成の支援を行うことで、学

校図書館の活性化を促し、もって学校教育の水準向上に資することを目

的とした。この事業を推進するにあたって、自治体等との契約を締結す

ることが必要となってきた。そのため、法人化を考えるようになった。 

２ 申請に至るまでの経過 

科学研究費で共同研究を行ってきた学校図書館研究者が、研究の継続と

発展のために 2016 年に任意団体・学校図書館総合研究所を設立した。

当初は研究だけを目的とする団体であったが、調査を進めるうちに、司

書教諭と学校司書が専門職者として十分な待遇と研修を受けていないこ

とが明らかになった。学校図書館整備計画による地方交付税交付金の交

付では、学校間格差も大きくなっていっており、自治体の状況によって

は学校図書館への理解も乏しく、司書教諭も学校司書も現場で理解され

ない状況があった。設立当初は、市民への啓発を「学校図書館フェステ

ィバル」として実施していたが、そこに参加された学校司書の方々から

学校司書支援を求める切実な声があがった。そのため、中部学校司書会

設立を支援し、研修を研究所のメンバーが担当したが、体系的な研修を

受けていない方が多いことに驚いた。そこで、学校司書モデルカリキュ

ラムの全科目を網羅した「学校図書館入門講座」を実施したところ、学

ぶことを渇望しておられる方が多いことがわかった。そのため、研究サ

ークルにとどまらず、会計に詳しい人物、現場に詳しい人物、など多様

な優れた人物をメンバーに加え、安定的な人材育成事業を実施するとい

う考えに至った。 

 

令和 4 年 1 月 29 日 
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